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介護事業経営実態調査結果の5年間推移 
 
結果の概要 

 
 
介護事業経営実態調査結果の概要における収支差率は5年間推移を確認すると、全サー
ビス種類の平均を見ても減少している状況であり、介護事業所の経営状況が厳しい状況

となっている。特に居宅サービスの中心である訪問介護や通所介護の収支差率が悪化傾

向となっている状況が見受けられた。 
給与費割合の増加による収支差率の悪化につながっているサービス種類もある一方で、

通所介護等においては、サービス時間区分の見直し等による収支差率の悪化である傾向

が伺える。 
 

調査トピックス 
 

 
1. 平成27年度決算から令和元年度決算における介護事業経営実態調査結果の概要の
収支差率5年間推移を確認したところ、平成27年度決算においては、全サービス
種類の平均収支差率が3.8%であったのに対し、令和元年度決算においては、
2.4%と減少し、5年間で平均収支差率が1.4%減少している状況となっている。特
に居宅サービスにおいては、訪問介護（2.9%）、通所介護（3.9%）が収支差率
が悪化している状況であった。また、地域密着サービスにおいては、地域密着特

定施設入居者生活介護（4.2%）、看護小規模多機能型居宅介護（3.0%）が収支
差率が悪化している状況であった。 
 

2. 平成27年度決算から令和元年度決算における介護事業経営実態調査結果の概要の
給与費割合​5年間推移を確認したところ、平成27年度決算においては、全サービ
ス種類の平均給与費割合が65.4%であったのに対し、令和元年度決算において
は、65.8%と増加し、5年間で0.4%増加している状況となっている。 
特に、居宅サービスにおいては訪問介護（2.4%）、訪問リハビリテーション（
8.8%）、通所リハビリテーション（2.4%）の給与費が増加している状況であっ
た。また、地域密着サービスにおいては、地域密着型特定施設入居者生活介護（

5.4%）増加している状況であった。 
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調査概要 
 

 
● 調査名：介護事業経営実態調査結果の5年間推移について 
● 参考文献：厚生労働省 

　　　​厚生労働省　令和2年度介護事業経営実態調査の結果概要（案） 
　　　​https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000689934.pdf 
　　　​厚生労働省　令和元年度介護事業経営実態調査の結果概要 
             ​https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000581744.pd​f 
　　    ​厚生労働省　平成29年年度介護経営実態調査の結果概要 
      ​https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kaigo/jittai17/dl/h29_gaiyo.pdf 

● 調査方法：​上記参考資料をもとに推移表として再整理 
 
所長の一言 

 
令和2年度介護事業経営実態調査の結果（案）においては令和元年度決算の数値による
介護事業所の収支差率の結果であるため、新型コロナウイルスの発生による経営状況の

悪化の状況がまだ反映されていない。前回調査において、多くの事業所で新型コロナが

経営状況に影響を及ぼしているという回答があったことからも、2021年4月の介護報酬
改定において、基本報酬の増額なども考慮した改定の方向性が示されないと、介護事業

所の経営状況がさらに厳しいものとなることが予測されるため、継続して、切れ目なく

利用者に対してサービス提供を実施できる環境が作れるよう介護報酬全体がプラスの改

定率で検討されることが期待される。 

 
調査詳細 

 
１．平成27年度決算から令和元年度決算における、介護事業経営実態調査結果の収支差
率5年間推移 

　　​（単位：%）　 
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https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000689934.pdf


 

２．平成27年度決算から令和元年度決算における、​介護事業経営実態調整結果の給与費割
合​5年間推移 

（単位：%）​
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